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自治体による大規模商業
施設規制について
-兵庫県内の諸施策を例として一
専修大学商学部　川野訓志
On the Regulations of Large Scale Retail Development
by Local Authorities in Hyogo Prefecture
senshu Univ｡,sity, School ｡f C｡mmerce Satoshi Kawano
日本の大規模小売業に対する出店規制は, 2000年に大規模小売店舗法から大規模小売店舗立地法へと大きく変わった｡さらに
2006年には都市計画法が改正され,今後は都市計画による商業施設の立地規制が本格的に実施されることとなる｡このような動きを
受け,街づくり3法改正の前後に多くの自治体が大規模商業開発に対するゾーニング指定といった規制を制定･実施している｡本論
では,まず2000年以降の政府レベルでの都市計画法制の整備過程と自治体による現在の商業施設規制状況を概観する｡その後,兵
庫県と同県内の尼崎市･西宮市をとりあげ,広域自治体と基礎自治体とが実施するゾーニング規制を検討するo　自治体間の政策伝播,
ゾーニング指定における広域自治体と基礎自治体とのスタンスの違い,ゾーニング指定の手法等について,考察を加えた｡
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The large stores regulations have changed in JapaJI Since the last decade of previous century. Furthermore, Japanese govemment
decided to use urban planning to control out-of townretai1 development in 2006. Atfirstthis paper describes a short history of urban
planning in Japanand then detailsthe regulations on large scale retail development by local authorities-Hyogo PrefectureandAmag-
asaki City & Nishinomiya Cityinside Prefecture. 111is study investigates whetherthere are differences of zonings between by the pre-
fecturalauthoritiesand by the citiesand, if thereare, what they implicate in terms of the control over large scale retail development.
Keywords : regulation, large scale retail, local authority, zoning
1.問題の所在
この10年ほどの間に,日本の商業政策とりわ
け大型店に対する規制のありようは大きく変わっ
た｡ 1973年に成立した大規模小売店舗法(大規
模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関
する法律)は日米構造協議以降急速に緩和されて
いき, 1997年に廃止の方向が示され, 2000年6
月に大規模小売店舗立地法にその地位を譲った｡
大規模小売店舗法と大規模小売店舗立地法とい
うこれら大型店規制の法律は,その名称の類似性
にもかかわらず,大きな違いが存在する｡大規模
小売店舗法は,その前身の百貨店法と同様に,当
該大型小売店の営業活動に直接関連する売場面積,
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閉店時刻,休業日数,開店日をその調整対象とし
ていた｡これに対し,大規模小売店舗立地法は,
専ら駐車施設,自動車の入出構造,防音施設,悪
臭対策,省資源やリサイクルに関する措置につい
て調整する仕組みである｡
この大規模小売店舗立地法は,改正都市計画法,
中心市街地活性化法(中心市街地における市街地
の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関
する法律)とともに街づくり3法として構想され
た｡商業施設の郊外化によって,中心部の商業地
の衰退が著しくなってきたため,街づくり3法に
よって,大規模店の出店に一定の方向性を与える
とともに,中心市街地に対して商店街等の整備と
市街地整備を行うことで中心市街地の活性化を図
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り,併せて大規模店出店に伴う周辺の環境問題を
調整するという仕組みである｡
ところが実体として街づくり3法はうまく機能
していないと政府部内でも指摘されるようにな
り, 2006年6月に都市計画法と中心市街地活性
化法の改正が行われた｡改正の骨子は,中心市街
地活性化法はより実現性のある活性化計画に絞り
込みを行う仕組みを強化したことであり,都市計
画法については従来多くの用途地域で1万ITi超の
大規模商業開発ができたのをより厳格に規定し,
商業地域,近隣商業地域,準工業地城のみ開発で
きるようにし,調整区域も例外規定に基づく大規
模商業開発が認められていたのを禁止した｡
こうした政府の政策運用を見てくると,大型店
規制の主要ツールが今回の法改正によって,大規
模小売店舗立地法から都市計画法-と大きく変
わったことが分かる｡これは,従来の百貨店法･
大規模小売店舗法の商業調整から大規模小売店舗
立地法の環境調整を経て名実ともに立地調整-と
変遷したことを示すものといえよう｡
このように大型店を巡る政府規制は大きく転換
したが,併せて考えて置かねばならないのは,地
方自治体の動きである｡
大規模小売店舗法の頃には,各地で様々な条例
や要綱による規制が盛んに行われ,大規模小売店
舗法の規制強化をもたらしてきた｡その後, 1990
年代に入ると,自治体による規制は,商業活動そ
のものの規制から周辺の住環境等を守るための規
制へと大きく流れを変えてきた｡その後,大規模
小売店舗立地法が施行されてからは,京都市や金
沢市を除くと,あまり動きはなかったものの,街
づくり3法改正の動きが出始めた頃から福島県を
初めとした自治体で大型商業施設を規制する諸政
策の検討が行われるようになってきた｡
本論では,こうした自治体による商業施設規制
の動きがどのようなやり方で大規模商業開発を規
制しようとしているのか,また広域自治体と基礎
自治体における方策の違いについて検討したい｡
2.街づくり3法以降の法整備の動向
1998年に街づくり3法が制定されたが,その
後も徐々に都市計画法を中心として法制度の整備
が進められてきた｡今回の改正において商業施設
規制の核となるのは都市計画法であることが明瞭
になっているので,同法の歩みについて簡単に検
討しておこう1)｡
1998年に都市計画法が改正されたが,その主
要部分は,従来11種類の中から選択するように
なっていた特別用途地区が,自治体の意向で自由
に設定できるようになったことといえる｡翌99
年の改正では,地方分権一括法により自治体に権
限を与える方向がより明確になった｡
さらに2000年に,都市計画法を建築基準法と
ともに改正し,地方分権に向けて様々な改正が盛
り込まれた｡都道府県が具体的な都市計画を立案
する基礎となるマスタープランの見直しを行い,
都道府県が都市計画区域について都市計画区域マ
スタープランをまとめることになった｡市街化区
域と市街化調整区域とを区分する区域区分は,基
本的に都道府県に委ねられることとなった｡新た
に導入された開発許可制度は,都道府県,政令指
定都市や中核都市,特例都市が条例により市街化
調整区域内における開発行為を一定条件の下で認
める制度である｡非線引き白地地域のように建設
規制の横やかな地域に特定用途の建設を規制する
特定用途制限地域が新設され,他方で都市計画区
域外でも大規模開発を抑制できるようにするため,
市町村が準都市計画区域を指定し,都市計画決定
や開発許可といった都市計画権限を行使できるよ
うにしている｡
その後2006年には,主として次の7つの改正
が行われた2)0 (彰大規模集客施設の立地は都市計
画区域内では商業地域,近隣商業地域,準工業地
域の3用途地域に限定されるようになったこと｡
(参都市計画法34条11号イで例外的に認められて
いる市街化調整区域内での大規模計画的開発を再
び禁止したこと｡ ③公共施設,学校,病院といっ
た公益性の強い施設にも開発許可が要求されるよ
うになったこと｡ (彰農振農用地区域を準都市計画
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区域に含められるようにするとともに,準都市計
画区域の指定権限が市町村から都道府県に移され
たこと｡ ⑤地区計画の中に,大規模集客施設の立
地に必要な緩和措置を行う｢開発整備促進区｣を
新設したこと｡ ⑥都市計画の提案権を地権者や街
づくりNPOだけでなく,街づくりに関し経験や
知識をもつ法人や団体に拡大したこと｡ ⑦市町村
による都市計画の決定･変更に関する都道府県知
事との協議･同意手続きの過程で,都道府県知事
は必要な場合は関連市町村に意見を求められると
いう広域調整の仕組みを取り入れたこと｡
以上のように,街づくり3法施行以降も都市計
画制度は大きな変化を遂げてきたことが分かる｡
とはいうものの,商業立地問題を巡っては,こう
した都市計画制度が機能していないとの指摘がな
されてきた｡この理由としては,次のような点が
考えられている｡
①郊外の土地利用規制の緩さ
非線引き白地区域や都市計画区域外には土地の
用途が指定されておらず,事実上どのような開発
も認められうるという状況になっていること｡
(参農地の取り扱い
地方都市では大規模商業施設の立地場所として
農村部の農地が想定されることが多くなっている｡
これは都市計画区域外であり,転用手続きさえ行
われれば,まとまった比較的安価な土地が手には
いることによるものである｡先に挙げた準都市計
画はこうした現状を踏まえている｡
③広域調整の仕組みの欠如
今日のような大規模商業開発の場合商圏はきわ
めて広く複数の市町村にまで影響が及ぶ｡このよ
うな状況では,市町村が単独で大規模商業施設規
制を行うと,周辺市町村で大規模商業開発が行わ
れ草刈り場とされかねないという虞がある｡
例えば,街づくり3法成立の際の目玉の一つで
あった特別用途地区の設定であるが,法改正から
5年後の2004年3月末までに大規模店を規制す
る特別用途地区は9市町でしか設定されなかった｡
これは,都市計画権限が市町村にまでおろされ,
大規模開発を市町村自らが抑制する手段を持つこ
とを意味するが,同時に抑制権限はその市町村内
にしか及ばないため,逆に他の周辺市町村に大規
模店が出店する契機となることを恐れ,特別用途
地区という手段を行使することをためらったため
だとされている3)｡
④経済活動の広がりと開発調整主体とのミス
マッチ
広域調整の問題に関連して,宮崎県宮崎市と福
島県伊達町に大規模ショッピングセンターが出店
しようとした際に対応の違いが出た｡両案件とも
に市街化調整区域への出店案件であったため開発
許可が必要だったが,宮崎市は人口30万人以上
の中核都市ということで宮崎市単独の意思決定に
より,周辺13市町村の反対意見にもかかわらず,
｢九州最大｣の当該ショッピングセンター開発の
許可が与えられたのである｡一方伊達町は決定権
限は福島県にあり,近隣の町の反対意見も考慮し,
出店許可を与えなかった｡この事例は,商業開発
が巨大化しその商圏が拡大している状況の下で,
都市計画権限を基礎自治体に委譲してよいのかと
いう疑問を生じさせたのである4)｡
3.自治体による大型店規制の動向
街づくり3法制定前から環境問題等多角的に大
型店出店を捉え規制しようとする自治体の施策が
行われていた｡それらは基本的に,市や区といっ
た基礎自治体レベルで,大規模小売店出店時に周
囲の住環境に関連のある事項について総合的な調
整を行うものであり,大規模小売店舗立地法の内
容を自治体レベルで先取りした規制といえる5)｡
現在各地で策定されている規制の多くは,大規
模小売店がその地域に立地できるかどうかを規定
する内容であり,その政策主体は道府県レベルま
たは政令指定都市クラスである｡こうした規制は
2000年の｢京都市商業集積ガイドライン｣に始
まり, 2005年頃から急速に全国に広がってきて
いる｡
これら規制は, 『日経MJ』 2006年6月30日付
によれば,大きく3手法に分類できるという｡ 1
つは出店できる地域と出店できない地域とをゾー
ニングにより区分する都市計画型, 2つめは出店
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電遜
独自規制を実施･検討中の自治体
自治体 倬隸｢?K制対象 ?8?ﾇh枌?n域貢献 儘ﾈ司+)??沒｢中 
京都府 ??iD鞜I.?床面積l万ni以上 ?ｲ???ｲ?ｲ?Z 〇 〇 〇 〇 
兵庫県 ??iD韲?ｲ?ｰ面積l万ma以上 ?｢?｢?｢?｢?
北海道 ??iD韲?ｲ?ｰ面積1万m2以上 
熊本県 ??YD韲?ｲ?X舗面積l万m2以上 凵?
福島県 ??iD韲?ｲ?ｰ面積6000ni以上 凵?
山形県 ??iD韲?ｲ?ｰ面積l万mp超 
福岡県 茨城県 新潟県 長野県 福井県 岩手県 香川県 ??iD?衣I.?床面積l万ma以上 
注: -覧表掲載の道府県以外に-　九州7県,山口県,沖縄県の計9県が大型店出店に関する共同広域調整を検討しており.政
令指定都市では.既に京都市が2000年から都市計画規制を行っており.現在.仙台市と堺市が検討中である｡
出所: 『日経MJ』 2006年4月28日付,同紙2006年6月30日付.同紙2006年9月29日付, 『日本経済新聞』 2006年6月3
日付より作成｡
業者に何らかの地域に対する貢献計画を提出させ
る地域貢献型,そして3つめは大規模商業開発計
画に関してその隣接市町村にも意見を述べる機会
を与え調整を行う広域調整型である｡図表1から
分かるように,検討中の県も少なくないが,この
3つの手法の1つないしは2つを利用する仕組み
となっている｡
4.兵庫県内における自治体規制について
それでは,具体例として兵庫県内の施策を検討
することとしたい｡兵庫県は県が都市計画型の施
策を実施しているだけでなく,その施策対象地域
内の基礎自治体である尼崎市と西宮市が同時に都
市計画型規制を行うという重層的な規制が行われ
ており,今後,こうした規制が一層普及していく
場合のモデルとなると考えられるからである｡同
様に広域自治体と基礎自治体が規制を行っている
ケースとして京都府と京都市の場合があるが,こ
ちらの場合,京都市は政令指定都市であるため,
重層的というより並列的になっており地域的な分
担関係を行っているのにすぎず,今回の検討では
取り上げなかった｡
4-l.基礎自治体の施策
兵庫県では県のゾーン設定以前から,工業地帯
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の尼崎市と住宅都市というイメージの強い西宮市
とが独自に大規模商業施設に関するゾーン規制を
行っている｡そこで,両市の試みを見ておこう｡
①尼崎市の場合6)
ゾーニングによって商業集積の誘導をはかる試
みは,兵庫県内では尼崎市が先鞭を着けたといえ
る｡同市は,阪神工業地帯の中心部に位置し,袷
岸部は専ら工場地帯となってきたが,産業構造の
転換とともに工場や倉庫の跡地が目立つようにな
り,商業施設開発に転用されるようになってきた｡
無秩序な開発行為に歯止めを掛け,街づくりに方
向性を与えようとしたのが,尼崎市の施策である｡
2002年度に商工会議所,商店連盟,県民局等
関係者による｢尼崎市商業立地のあり方研究会｣
が設けられ,その調査研究の結果,各ゾーンの地
域性に応じて商業施設のありようを考える方法と
幹線道路の来店車両の処理能力に着目する考え方
の2試案を得た｡ 2003年度には都市計画や商業
立地にも委員の幅を広げる形で｢尼崎市商業立地
ガイドライン検討委員会｣を開催し, 2004年に
商業ガイドラインの検討調査報告書をまとめ,そ
の後,パブリックコメント等を通じて修正された
ものが,同年施行された尼崎市商業立地ガイドラ
インである｡本ガイドライン施行にあたっては,
強制力を確保するために尼崎市住環境整備条例の
改正を行い,大規模商業開発計画については構想
自治体による大規模商業施設規制について
段階から行政に届け出て協議する仕組みを組み込
んでいる｡なお,本ガイドライン作成に当たって
は, 2000年に京都市が施行した京都市商業集積
ガイドプランを参考にしたという｡
尼崎市のガイドラインは,市内の既存商業集積
や地域の状況を勘案し,市内商業集積地を8種類
に色分けし,各ゾーンごとに街づくりや商業機能
のあり方を示し,大型商業施設等について誘導･
規制していく仕組みとなっている｡
ゾーニングは,地域の状況により商業系,工業
系,住居系に分け,商業系は,広域型商業集積
ゾーン,地域型商業集積ゾーン,近隣型商業集積
ゾーンに3区分し,工業系は,工業保全ゾーン,
住工共存ゾーン,駅周辺商業･業務ゾーン,大規
模工場立地ゾーンの4区分,住居系は複合住宅
ゾーンのみとしている｡
広域型商業集積ゾーンとしては,阪急塚口駅周
辺,中央･三和･出屋敷地区, JR尼崎駅周辺,
つかしんが指定されている｡これらの地区は,尼
崎市を代表する商業集積としてまた競争力のある
都市核形成のために,商業をはじめとして各種業
務機能や文化活動を集積させる役割をもったゾー
ンであり,そのため出店できる店舗の面積に上限
は設けられていない｡
地域型商業集積ゾーンは,阪神杭瀬駅周辺,阪
急武庫之荘駅周辺,阪急園田駅周辺, JR立花駅
周辺といった駅周辺に商業施設や事業所が集積し
た地区である｡こうした地区は,移動手段として
の鉄道の相対的な地位低下を受けて,ロードサイ
ド型の商業集積や郊外での大規模商業開発との競
合にさらされていることから,鉄道,バスといっ
た公共交通拠点という地域性を活かした商業等各
種機能の集積した利便性の高い商業集積を確保し
ようとしている｡
同じく地域型商業集積ゾーンに属するが,性格
が異なるとして区別されているのが(広域型商業
集積ゾーンを除く)国道2号線の沿道である｡こ
の地区は,国道沿いに商業･サービス業が立地し
たロードサイド型商業集積を形成しており,先に
述べた主要駅前のゾーンとは性格が大きく異なる｡
ただ,両者ともに交通の利便性の基に商業集積が
形成され,比較的広域の商圏をもっているという
共通点があり,地域型商業集積ゾーンに包含され
ている｡これら地域型商業ゾーンにおいては,か
なり広域の商圏をもつことから,店舗面積の上限
は定められていない｡
近隣型商業集積ゾーンは,阪神武庫川駅周辺,
武庫元町商店街,大島,尾浜,上坂部,浜田,下
坂部,大庄新市場, JR塚口駅前が指定されてお
り,近隣住民を主たる顧客とする食料品や日用品
といった最寄品を取り扱う店舗から構成される商
店街や市場を中心とした地区である｡近隣型商業
集積ゾーンは地域社会に密着しており,その充実
の程度がその地域住民の生活上の便利さを規定す
ることになる｡このため,地域型商業集積を形成
する商業集積は,ある程度の充実はしなければな
らないものの,あまり大規模な施設となれば広域
から集客する必要が出てきてしまい,本来の役割
が果たせなくなり,また近隣住宅地との関係もあ
り,店舗面積は3,000ITi以下となっている｡
以上で商業系のゾーニングについて説明したが,
工業系の中にも商業開発と関連のあるものがある｡
工業保全ゾーンは,その名の通り工業地域とし
ての機能を維持し工場操業に適切な環境を保持す
ることを目的として設けられている｡したがって
商業施設開発を指向するものではないが,地権者
による商業-の利用転換を妨げるものではないと
される｡商業施設設置の条件は,周辺工場の操業
に配慮することと店舗面積を3,000Ⅰポ以下とする
ことである(ただし山手幹線(近松線以東)に接
する場合は,店舗面積を1万m2以下とする)｡
住工共存ゾーンも,地権者が土地利用転換を望
む場合には,周辺工場の操業や住環境の保全に配
慮を払うとともに,地域密着型の商業施設とし,
店舗面積を1,000m2以下とする(ただし特定の幹
線道路に接する場合は,店舗面積を3,000m2以下
とする)｡
駅周辺商業･業務ゾーンに指定されているのは,
阪神尼崎駅の北地区とJR尼崎駅の南西地区だけ
であり,これら地区は,主要駅に近く潜在的な発
展性が強く見込まれる地区である｡そこで工業に
加えて,商業･業務･住宅といった各種機能を取
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り込み混合利用地区とし,都心･都市核に近接す
る地域として,より集客力のある広域型商業集積
の形成を目指すこととなっている｡こうしたこと
から,積極的に大規模商業開発を誘導する必要が
あるため,店舗面積に上限は定められていない｡
住居系における商業施設建設については,住環
境の保全に配慮するとともに,地域社会に密着し
た商業施設とすることが予定されており,一部の
広域幹線道路沿いを除き開発可能な店舗面積を
1,000m2以下に制限している｡なお,国道43号線
沿いと,名神高速道路以南の尼崎豊中線沿い
は, 3,000m2以下と定められている｡
商業施設の店舗面積に上限を設定しているのは,
結局,商業系の近隣型商業集積(3,000m2),工業
系の工業保全(3,000niまたは1万rrf),住工共存
(1,000m2または3,000m2),住居系の複合住宅
(1,000nほたは3,000m2)ということになる｡ま
た都市計画上の用途地域の規定によって,工業専
用地域や専用住宅地域(1種低層～1種中高層)
では,店舗面積1,000m2を超える店舗は元々設置
出来ないことから,本ガイドラインの対象外と
なっている｡
なお,既存店舗については,改正住環境整備条
例の施行(2004年10月1日)以前に着工してい
た物件は,本ガイドラインの基準面積を超えてい
た場合にも現店舗面積の範囲内で建て替えが可能
とされている7)｡
②西宮市の場合8)
尼崎市西隣の西宮市でも, ｢良好なまちづくり
のための商業環境形成指導要綱｣ (商業立地ガイ
ドライン)が,制定され, 2004年より施行され
ている｡
本要綱制定の契機は,大規模小売店が工業地域
や住宅地で立地し始めたことである｡こうした動
きは,阪神淡路大震災により多くの建物が被災し
工場や社宅等が再建されなかったことと,南部に
立地する酒造メーカーの方で遊休地が出始めたこ
とにより,一層顕著なものとなった｡また市の中
心部にあった西宮球場跡地に百貨店建設計画がで
てきたことも一因であった｡
そこで大規模小売店舗進出により,住宅や工場
といった他の土地利用に悪影響が及ばないように
するために,尼崎市の動向も参考としつつ,各地
域の商業集積のあり方に関するガイドラインを作
成することになったという｡
本ガイドラインは,大規模小売店舗立地法の手
続きの際,産業振興課が市の意見とりまとめの任
を負っていたことから,同課の担当とされ,都市
計画部局と協議の上作成された｡その際,こうし
た出店の動きにすぐに対応することが必要という
観点から,尼崎市とは異なり,条例という形をと
らずに要綱とされた｡
本要綱の対象は,開発される土地の面積が
1500m2以上であって小売店舗を含む場合か,店舗
面積が1000m2を超える大規模小売店舗の開発事
業の場合である｡基本目標としては, ｢にぎわい
と活力のある,地域と調和したまちづくりを推進
するため,地域の特性に十分配慮した商業立地｣
を実現し, ｢大規模小売店舗の立地による周辺環
境-の悪影響を防ぐとともに,大規模小売店舗の
者に対して,地域の構成員として,周辺地域
住民や事業者への貢献を促すことにより快適な都
市空間の整備｣を図ることとされる｡
ゾーン設定は,商業集積ゾーン,国道幹線道路
沿道ゾーン,生活環境保全ゾーン,産業機能集積
ゾーンに大別されるが,特に注目されるゾーンに
ついて見てみよう｡
広域型,地域型,近隣型から構成される商業集
積ゾーンの中で,前2者は店舗面積の規定を特に
もたない｡近隣型は,用途地域としては近隣商業
地域であるが住宅地であり進入道路が十分整備さ
れていないため,店舗面積は幹線道路沿いの場合
は3000ITi,そうでない場合は500m2を上限として
いる｡
国道幹線道路沿道ゾーンは,広域沿道型と地域
沿道型に二分されるが,広域沿道型では, 1万m2
とし,本ゾーンに含まれる津門飯田町だけは敷地
が広大かつ鉄道高架や幹線道路に囲まれ地区への
影響が少ないとして2万m2を上限としている｡地
域沿道型は,交通環境は好ましいものの住宅地を
背後に抱えている関係で3000m2を上限としてい
る｡
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生活環境保全ゾーンはもっとも規制が厳しく,
都市型住宅地ゾーンでは1000ni (幹線道路沿い
については2000Ⅰポ),住宅専用ゾーンは第2種中
高層住居専用地城であるが500ni (幹線道路沿い
については用途地域の上限である1500m2)と
なっている｡都市型住宅地ゾーンのように用途地
域が近隣商業地域であっても既に実態として住宅
地となっている場合には用途地域の規定より厳し
く指定されており,住居専用ゾーンの場合,交通
問題等を考慮し厳しく規制が掛けられている｡
産業機能集積ゾーンはいずれも準工業地域か工
業地域であるが,住工混在ゾーンは住環境と工場
の操業とを保全する意味から1000m2 (幹線道路
沿いについては2000m2)となっており,産業
ゾーンは現在は大規模工場が立地しているが今後
大規模商業施設建設が予想されるため,臨海部に
ついては交通渋滞等を考慮し2万m2とし,都市型
住宅ゾーンに囲まれた高畑町等については5000
m2に抑制している｡酒蔵地域を中心とする歴史的
産業ゾーンは敷地面積が広大で道路状況も整って
いるものの,工業の操業を確保しまた住環境にも
配慮を払う必要から上限面積を1万niとしさらに
酒蔵の景観に配慮した店舗とするよう求めている｡
このようにして,各地区ごとに基礎自治体らし
い細やかさで,ゾーニングが行われていることが
分かるが,尼崎市の場合と同様西宮市の場合,現
実にガイドラインによるゾーニングが行われるの
は,市域の一部にすぎない｡多くの地域は本要綱
による規制対象とはなっておらず,そうした地域
は地域住民による建築協定もしくは用途地域によ
る規制によることになる｡
4-2.兵庫県の大型店規制9)
兵庫県において大型店規制として機能している
政策ツールは大きく2つに分けられる｡
①大規模集客施設の立地に係る都市機能の調和
に関する条例
2005年10月1日より施行されている大規模集
客施設の立地に係る都市機能の調和に関する条例
(以下,大規模集客施設条例と略す)は,次のよ
うな規制内容となっている｡
大規模集客施設とは, ｢物品販売業を営む店舗,
飲食店,映画館,劇場又は観覧場,これらに類す
る用途で規則で定めるもの｣で,これら用途にあ
てられる床面積合計が1000m2の施設とされてい
る｡事業者が大規模集客施設を新設等する場合,
その施設が周辺道路の交通量等各種都市機能にい
かなる影響を与えるかについて予め調査を行い,
その調査結果に基づき基本計画を作成し,兵庫県
知事(まちづくり局)に届け出なければならない｡
知事は,基本計画受理後,関係市町,関係する行
政機関から意見を聞き,もし当該計画に何らかの
懸念される事態が想定される場合は, 3ケ月以内
に知事意見書を事業者に送付する｡事業者はその
知事意見書に対して,対策書を作成し,県へ提出
する｡その後も課題が残るようであれば,県知事
は再対策書を事業者に対して求め,それでも改善
が見られない場合には,見解書の通知,勧告,そ
の勧告に従わない場合には企業名の公表という手
段に訴えることとなる｡
本大規模集客施設条例に基づき届出をすること
により,従来は別々に行われていた関連行政機関
一例えばまちづくり局(大規模小売店舗立地法所
管),各種道路管理者,警察署,環境部局,景観
部局,開発許可権者等-との調整作業が総合的に
行えるというメリットがある｡
この手続き上のポイントは,基本計画書から再
対策書までの手続きは建築基準法に基づく確認申
請や大規模小売店舗立地法の届出より前に行わな
ければならず,知事意見書等の通知以前に当該施
設の工事に着手してはならないと定められている
点である｡これは,大規模小売店舗立地法による
届出が行われる頃には,既に建物の設計が終わり
建設に着手している場合が少なくなく,大規模商
業施設の建設計画に事業者が着手する以前に調整
手続きをすることで円滑に調整を進める目的から
である｡特に,大規模小売店舗法に比べて強制力
に欠けるとされる大規模小売店舗立地法の場合,
地方自治体にとって調整の実効性を確保すること
は極めて重要であり,早い段階から対処出来る環
境を作ろうとしたものと思われる｡
また,大規模小売店舗立地法は規制対象を大規
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模小売店に限定しているが,本条例は飲食店や映
画館等大規模集客施設にまで広げている点も,商
業開発の実態にあった措置といえよう｡
兵庫県は中心部に神戸市という政令指定都市を
抱えており,県の権限が及ばないが, 2006年4
月から｢神戸市大規模集客施設の立地に係る都市
機能の調和に関する条例｣が施行されており,兵
庫県と同様な規制が行われる仕組みとなっている｡
神戸市で建設される大規模集客施設の影響が神戸
市以外の地域に及ぶ場合には,兵庫県知事との協
議が行われることとなっている｡
(彰商業施設に関する広域土地利用プログラム
商業施設に関する広域土地利用プログラム(以
下,広域プログラムと略す)は,大規模集客施設
立地の抑制･誘導を行うためのものであり, ｢広
域商業ゾーン｣と｢地域商業ゾーン｣を2006年
に設定している｡
兵庫県のゾーン設定は,阪神間の7市1町(尼
崎市,西宮市,芦屋市,伊丹市,宝塚市,川西市,
三田市,猪名川町)と,東播･西播の4市2町
(姫路市,明石市,加古川市,高砂市,稲美町,
播磨町)の14市町が対象となっており,具体的
なゾーン設定に関しては,図表2に示した｡
⊂コき
兵庫県によって設定された商業ゾーン
この施策により,大規模開発による出店でない
限り, 6000niを超える一定の集客施設は, ｢広域
商業ゾーン｣と｢地域商業ゾーン｣以外には出来
なくなり, ｢地域商業ゾーン｣では床面積1万m2
未満の一定の集客施設が建設でき, ｢広域商業
ゾーン｣の場合,床面積の上限がなくつまり床面
積1万niを超える一定の集客施設も出店できるこ
とになる｡兵庫県では1万m2を超えるような大規
模商業開発は,例外的な場合を除き,広域商業
ゾーンにのみ可能ということになる10)｡
こうした県によるゾーン設定は,都市計画法
24条6 ｢都道府県は,必要があると認めるときは,
市町村に対し,期限を定めて,都市計画の決定又
は変更のため必要な措置をとるべきことを求める
ことができる｣に基づいており,まず県が行動を
起こすことで,各市町が都市計画や条例･要綱と
いった手段を使って大規模集客施設の立地を抑
制･誘導していくよう,働きかけるものである｡
そのため具体的な強制力をもった施策は,各市町
に委ねられており,目安となっている1万m2とい
う基準についても現実的には市町の判断に依るこ
とになる｡ただし,現段階で該当地区となってい
る14市町については都市計画･商工部長レベル
西宮市
芦屋市
伊丹市
宝塚市
川西市
三田市
猪名川町
明石市
加古川市
姫路市
阪神尼崎･出屋敷駅周辺
JR尼崎駅周辺
塚口駅周辺
JR西宮･阪神西宮駅周辺
西宮北口駅周辺
JR芦屋駅周辺
伊丹駅周辺
宝塚駅周辺
川西能勢口駅周辺
三田駅周辺
猪名川パークタウンセンター
明石駅周辺
大久保駅周辺
加古川駅周辺
姫路駅周辺
飾磨駅周辺
尼崎市
西宮市
宝塚市
川西市
…田市
猪名川町
明石市
加古川市
高砂市
立花駅周辺
夙川駅周辺
西宮名塩駅周辺
逆瀬川駅周辺
仁川駅周辺
多田駅周辺
山下駅周辺
フラワータウン駅周辺
ウッディタウン中央駅周辺
日生中央駅周辺
朝霧駅周辺
西明石駅周辺
魚住駅周辺
乗二見駅周辺
西二見駅周辺
東加古川駅周辺
別府駅周辺
高砂駅周辺
緑丘周辺
出所:兵庫県資料より作成｡
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で合意が取り付けられており,この範囲では自治
体間の齢齢が生じることはないと思われる｡広域
プログラムが,今後県域全体へと拡大する過程で
は反対する自治体が現れる可能性もある｡
広域商業ゾーン設定に関しては,原則として次
の3点が満たされることが要件とされている｡ ①
既に都市計画マスタープラン,各市町の総合計画
や中心市街地活性化基本計画等により,広域的な
都市核としての位置づけが確立されていること,
②公共交通機関により広域から多くの人が訪れら
れる拠点性を有すること, ③既に相当規模の商業
集積が形成されているか,今後具体的に形成され
る見込みをもっていること,である｡また,広域
商業ゾーンのリストは固定的なものではなく,追
加や見直しも行う予定とされている｡
このように,県が広域商業ゾーンを設定し,そ
れを県都市計画区域マスタープランに盛り込むと
同時に,各市町はそれを市町都市計画マスタープ
ランに位置づけ,また必要があれば市町が設定す
る商業ゾーンの設定も想定されている｡特に地域
により密着した機能をもつ地域商業ゾーンは今後
各市町の判断によって見直しや追加が予想される｡
ちなみに,尼崎市や西宮市が広域商業ゾーンと
して指定している地区と県が指定している地区は
合致している｡地域商業ゾーンになると,両市の
指定ゾーンを県の指定ゾーンはカバーしているが,
市独自の指定ゾーンが尼崎市は4ヶ所(阪神杭瀬
駅周辺,阪急武庫之荘駅周辺,阪急園田駅周辺,
国道2号沿道),西宮市も4ヶ所OR西宮名塩駅
周辺,阪神甲子園駅･今津駅周辺,西宮マリーナ
シティセンター,両度町他山手幹線沿道)ある｡
上限面積については,広域商業ゾーンは上限な
しでそろっているが,地域商業ゾーンは県は1万
ITiとしているのに対し,尼崎市,西宮市両市とも
に上限を設けていない｡
5.まとめにかえて
5-1.自治体間の政策伝播
兵庫県の事例は1広域自治体と2基礎自治体と
の関係であるが,この関係はゾーニング政策の伝
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播過程として次のようにまとめられる｡最初に
ゾーニングという考え方を取り入れたのは尼崎市
であり,これは京都市での試みに触発されてのこ
とであった｡その動きを隣接する西宮市が取り入
れることになる｡その後,福島県での条例化の動
きを受けて,兵庫県が限られた地域ではあるがガ
イドラインを策定することになる｡
福島県と異なり,兵庫県が条例にしなかった理
由は,県による強制を避けマスタープランに位置
づけることで市町の方での対応に委ねたかったか
らだという｡その一方で,こうしたゾーニング指
定をしようとする動機として, ｢都市計画は重い
というイメージ｣に縛られ,特別用途地域を活用
しようとしない市町に対して,県の方が率先して
行動を起こすことで,市町の方に何らかのアク
ションを起こすよう求めたものと考えられる｡
他方,尼崎市や西宮市のゾーニング策定が兵庫
県に与えた影響も当然考えられる｡県としては各
市町が動かない限り動きにくい立場にあるが,大
阪湾･瀬戸内海沿岸部は大規模集客施設に関して
は利害が比較的一致する上,その中心部に位置す
る尼崎市と西宮市でゾーニング指定が行われたこ
とにより県が広域にわたってゾーニング指定する
機が熟したと判断した思われる｡
都市計画権限をもち自己の意思決定のみでゾー
ン指定できる基礎自治体がまず動き,その後広域
自治体がゾーニングの大枠を設定し基礎自治体を
誘導しようとしているのであり,自治体間の水平
間･垂直間の影響関係がここからは読みとれる｡
5-2.基礎自治体と広域自治体の姿勢の違い
ゾーニング設定を巡って,尼崎市･西宮市と兵
庫県との間にはわずかながら姿勢の違いが見える｡
広域商業のゾーニングに関しては一致しているも
のの,地域商業に関しては両市の方が県より多く
の地区を指定している｡
広域自治体は,既存商業施設を前提として現状
重視の判断基準で商業施設を認定する｢保守主
義｣とでも呼ぶべき立場に立っているものと思わ
れる｡基礎自治体間での広域調整が必要というこ
とになれば,広域自治体がその調整役を果たすこ
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とになるため,その対象となる商業集積の数を限
定しようとする動機も働くと考えられる｡
これに対して,基礎自治体としては,少しでも
多くの商業集積をなるべく上位のより広域商圏を
もつものとして位置づけたいという誘惑が働く｡
行政判断によって当該商業集積の発展の芽を摘ん
でしまいたくないという消極的な立場から,さら
には今後の自治体の施策如何で一層の発展が見込
まれるしまた発展可能性を地域住民に対して意図
はどうであれ示したいという積極的な立場まで,
立場は異なるとしても,地域住民や商業者と直接
触れ合う機会の多い基礎自治体としては,より多
くの上位商業集積を挙げたいという｢拡大主義｣
をとることになりがちであろう｡都市計画の問題
として挙げた過大な開発計画を許可するという傾
向はこの延長上にあるものと思われる｡
今回の検討の場合,基礎自治体の方が先にゾー
ニングを行ったこともあり,大きな配膳が見られ
ない｡当該基礎自治体から外にその商圏が広がる
可能性の強い広域商業ゾーンに関して,県と市の
間で一致を見ているからである｡地域商業ゾーン
の場合基本的に基礎自治体内に商圏が収まるであ
ろうから,あまり問題となることはなかろう｡
こうしたゾーン設定における県と市の違いを如
実に示すのは,幹線道路沿いのいわゆるロードサ
イド商業の取扱である｡県のゾーン設定は基本的
に主要駅周辺が指定されているのに対し,市の場
令,駅周辺とともに幹線道路沿いを指定している｡
これはロードサイド商業は専門店業態が多く商圏
が当該市から大きく広がるということは余りなく,
しかも近年急速に展開してきているため,既に確
立された商業集積を対象とする県の指定からは外
れ,将来の芽を少しでも指定しようとする市から
は認定を受けたということなのであろう｡
理念的には,広域自治体ほど大規模ないしは上
位の商業集積を規制誘導するということになろう
が,こうした基礎自治体の｢拡大主義｣をコント
ロールし,政策主体間の役割分担ができるかどう
かが問題となる｡
5-3.商業集積間の階層性について
ゾーニング規制には,大別して3つの役割があ
る｡まずは土地利用間の外部不経済の及ぼしあい
の排除,次に交通体系と土地利用との整合性の確
煤,最後に商業集積間の競争の調整なり秩序化で
ある｡最初の2つに関しては異論はなかろうが,
商業集積の序列化について議論がありうる｡
両市規定の地域商業ゾーンには,広域商業ゾー
ン同様に上限面積を設けていないことがこの場合
の問題としてありうる｡西宮市の規定には, ｢近
隣の既存商業環境に配慮した取扱品の種類と店舗
面積の構成とし,周辺生活環境の保持に努める｣
となっているが,暖昧さが残り,広域商圏を有す
る大規模商業開発への歯止めになるとは考えにく
い｡ここにも基礎自治体の｢拡大主義｣が窺える｡
市当局としては,当該商業集積は(行政の側が
勝手に決めた)地域型なのだから大規模商業開発
をしてはならない,と商業者の意欲を否定するこ
とはできないということになるのであろうが,現
状では地域型が流動的な要素となる虞がある｡
また県にしろ市にしろ,ゾーニング規制は,基
本的に店舗面積によって行われている｡確かに客
観的に判断のできる指標として使用されるのは分
かるが,実際に重要なのは,その中で提供される
商品の品揃えであり小売サービスの質であろう｡
ということで,どのような規定を行うかという技
術上の問題もあるが,商圏範囲なり業態なりでの
規制も考えられるべきであろう｡
5-4.担当部署による政策の限界
改正都市計画法にしろ,兵庫県(県土整備局)
の広域プログラムにせよ,規制対象を｢大規模集
客施設｣として,大規模小売店舗立地法のように
大規模小売業に限定していない｡尼崎市や西宮市
の場合,それぞれ産業立地課,産業振興課が所管
している関係で対象を小売業に限定している｡
商業集積をゾーニングによりコントロールする
理由は,大規模商業施設がもつ集客力が近隣の土
地利用に好ましくない影響をもたらしアクセス道
路に過大な負担をもたらすからである｡サービス
経済化により時間消費型の商業施設が増えている
ことを鑑みると,小売業に限定せず集客施設と規
16
自治体による大規模商業施設規制について
定した方が実効的と考えられる｡
自治体の側で政策立案する際に,各部署の作業
量勘案という問題はあるにせよ,大規模商業施設
のゾーニング規制といった施策を実施する場合,
従来からの大規模店問題担当部署が引き続き担当
するのが適当かどうかという問題が出てくる｡も
し経済関連の部署が担当するとしても,規制対象
については見直しを行い,実効性の確保が考えら
れるべきであろう｡
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注
1)本記述は,荒木俊之(2005)および明石達生(2006)
に基づいている｡
2)まとめるにあたっては,中井検裕(2006)を参考に
した｡
3)明石達生(2006)による｡
4)明石達生(2006)による｡
5)自治体の商業施設が周辺環境に及ぼす影響を抑制す
るための施策を検討したものとしては川野訓志
(1996)と渡辺達朗(1998,1999)が挙げられる｡
6)尼崎市の施策については,木田清和(2006),矢作弘
(2005)および同市ウェブサイトを参考にした｡
7)また尼崎市の店舗面積規制には,もう一つ特例措置
が設けられており, ｢敷地内道路の開放等災害時の避
難路の確保,開発基準以上の緑地の確保,地域住民
への床スペースの開放｣といった地域社会への貢献
策を実施した場合,店舗面積の20%の上乗せが可能
となる｡
8)西宮市の施策については,同市ウェブサイトおよび
インタビューによる｡
9)兵庫県の施策については,同県ウェブサイトおよび
インタビューによるが,瀬田史彦(2006)にも言及
がある｡
10)基準面積となっている6000niという数字は,第1種
住居地域への出店基準となる3000m2を2倍したもの
で, 1万m2というのは切りの良さから採用されたとい
う｡
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